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東日本大震災現地ＮＰＯ応援基金（第２期） 

－ 被災者の生活再建を支援する現地ＮＰＯの組織基盤強化 － 

 

第１回選考 

助成対象一覧 
 

 組織基盤強化テーマ 団体名／代表者名 所在地 助成額 

1 

岩手県陸前高田市気仙町上長部地区 

［復耕元年］ おさべまごころの郷づくり等

における支援活動基盤強化 

特定非営利活動法人 

遠野まごころネット 

理事長 多田 一彦 

岩手県 

遠野市 

５００ 

万円 

2 
被災者情報支援の強化および組織基盤

強化 

特定非営利活動法人 

夢ネット大船渡 

理事長 岩城 恭治 

岩手県 

大船渡市 

５００ 

万円 

3 
岩手県内の新しい公共の担い手育成と発

信、県内外のネットワークづくり基盤強化 

特定非営利活動法人 

いわて連携復興センター 

代表理事 鹿野 順一 

岩手県 

北上市 

４１６ 

万円 

4 
東日本大震災 被災高齢者支援ニーズ 

調査及び生活再建支援のための基盤強化 

特定非営利活動法人 

みやぎ宅老連絡会 

代表理事 伊藤 壽美子 

宮城県 

仙台市 

２７０ 

万円 

5 浦戸地域支え合い事業基盤強化 

特定非営利活動法人 

浦戸福祉会 

代表理事 中井 豊 

宮城県 

塩釜市 

４３５ 

万円 

6 
有機農業による「ふくしま」の食と農の再生

プロジェクト基盤強化 

福島県有機農業ネットワーク 

理事長 菅野 正寿 

福島県 

二本松市 

４３０ 

万円 

助成件数：６件 / 助成総額：２，５５１万円 / 助成期間：2012 年 1 月 1 日から 1 年間以内 

 
＊第１回助成は、2011 年 11 月末までの応募について 12 月に選考し助成が決定したもの。 

＊遠野まごころネット、いわて連携復興センター、みやぎ宅老連絡会は、第1期にも助成をおこなった。なお、いわて連

携復興センターは、第1期の助成期間が 2011年8月1日から 2012年1月31日のため、第2期の助成期間は 2012

年 2 月 1 日から 1 年間とする。 
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第１回選考総評 

ネットワーク組織や NPO 支援組織の基盤強化が個々の現場型 NPO の強化に 

つながることを期待 

選考委員長  椎野 修平 

 

東日本大震災現地 NPO 応援基金は 3 月 18 日に日本 NPO センターに設置され、9 月末

までを第１期として企画提案を受け付け、救援活動に取り組む現地 NPO を対象に、11 月

末までに 27 件（22 団体）・4,380 万円の助成を行ってきた。「臨機に、迅速に、柔軟に」

を助成方針とし、プログラム・オフィサーが人脈を活かして現地 NPO を訪問、対話を通

して企画提案を提出していただき、日本 NPO センターと市民社会創造ファンドの代表、

センターの常務理事兼事務局長、ファンドの事務局長兼プログラム・オフィサーの 3 名が

その都度審査し、助成先を決定してきた。 

現地では、3 月から 9 月までの約半年間は被災者の救援活動が中心であったが、10 月以

降は避難所から仮設住宅への移行がほぼ完了し、被災者の生活再建の支援に重点が置かれ

るようになった。今後益々、現地 NPO の定着と活躍が期待され、組織基盤の強化が課題

となる。現地 NPO がビジョンを掲げ、組織基盤を強化することで、被災者の生活再建を

持続的にきめ細かく支援し、長期的に大きな役割が果たせるよう期待される。 

そこで本基金は 10 月からを第２期とし、「被災者の生活再建を支援する現地 NPO の組

織基盤強化」をテーマに公募を開始した。助成期間は１年間・助成総額は１億円を予定し、

2012 年 8 月末まで随時応募を受け付け、年 4 回に分けて助成を行うこととしたが、選考

も新たな体制を整えて行うこととなり、私は第２期から選考委員長として、4 名の選考委

員とともに選考に取り組んだ。 

第１回の選考は 11 月末までに届いた 31 件の応募（岩手 8、宮城 18、福島 5）が対象で

あった。選考は、第１段階として各選考委員が応募書類を読み込み、「支援活動に対する評

価」「組織基盤強化に取り組む団体の適格性」「組織基盤強化に取り組む問題意識の明確さ」

「組織基盤強化方法の適切さ」「計画内容の具体性」「組織基盤強化による支援活動への波

及性」などから分析し、すべての案件に ABC の評価を付けた。第２段階では、この評価

結果をもとに選考委員会で議論を重ねて助成対象候補として 7 件に絞り込んだ。第３段階

では、事務局が助成対象候補に対して現地インタビューを行ったが、選考委員長はその報



(3) 

告を受け、12 月末に岩手 3 件、宮城 2 件、福島 1 件の計 6 件・2,551 万円の助成を決定し

た。 

私は、これまで様々な助成金の選考に関わってきたが、今回ほど厳しいと感じたことは

なかった。通常は応募書類を読んでいる時は比較的楽しく、助成対象を決めて発表する段

階になって苦しくなるのだが、今回ばかりは応募書類を読み込む段階から最終選考に至る

まで気の重い日々が続いた。それは、今回応募のあった案件はどれも必要なものだという

認識の中で、助成対象を絞り込まざるを得ない作業だったからである。今回の応募案件は

どれも素晴らしい活動ではあるが、その中から「被災者の生活再建に大きく寄与するもの」

及び「現地ＮＰＯの組織基盤の強化に資するもの」という視点からより評価の高かったも

のを最終的に選考することとした。 

多くの団体が応募を通じて、団体のビジョンと組織基盤強化の方策について、組織内で

熱心に議論されたと思う。このプロセスこそが組織基盤の強化につながることと期待した

い。次回に再チャレンジいただきたいと切に願うものも多い。今回の助成では、ネットワ

ーク組織や NPO 支援組織の基盤強化を多く応援することになったが、これらの団体は震

災以降の活動を通じて、さまざまな社会資源と連携して取り組んでおり、各地域での相対

的なポジショニングや今後の役割が見い出しやすい利点があろう。これらの団体が地域の

今後の状況を見据え、組織と人材の支援力を高め、一つひとつの現地（現場型）NPO の

組織基盤を強化することにより、被災者の生活再建に長期的に大きな役割を果たされるこ

とを期待したい。 

本基金は無事に第２期・第１回の選考を終えた。選考委員一同、今後とも、市民の皆さ

んや NPO、企業、財団、海外の方々等の志をもとに、長期的に現地 NPO ならびに現地の

発展に貢献したいとの決意を新たにした。 

 

 

選考委員会 

委員長  椎野 修平   特定非営利活動法人藤沢市市民活動推進連絡会理事 

委員   栗田 暢之   特定非営利活動法人レスキューストックヤード代表理事 

委員   黒田 かをり  一般財団法人 CSO ネットワーク事務局長・理事 

委員   谷本 有美子  公益社団法人神奈川県地方自治研究センター研究員 

委員   田尻 佳史   認定特定非営利活動法人日本 NPO センター常務理事・事務局長 
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助成概要と選考理由 

 

テ ー マ： 岩手県陸前高田市気仙町上長部地区 ［復耕元年］おさべまごころの 

郷づくり等における支援活動基盤強化 

団 体 名： 特定非営利活動法人遠野まごころネット（理事長 多田 一彦） 

主な活動地域： 岩手県沿岸地域（主に大槌町から陸前高田市、遠野市） 

選 考 理 由： 

 遠野まごころネットは、岩手県沿岸部の被災者を支援するため、震災直後に遠野市民の

有志と遠野市社協が中心となり設立されたネットワーク組織で、応援基金も第１期の助成

を行ってきた。今後の団体ビジョンでは「被災者・社会に対する長期的（5～10 年程度）

な見守り・社会再生支援に取り組み、時の流れと時のニーズに対応した無限連携・風土と

共存した社会構築」を掲げ、１）瓦礫撤去や支援物資の配布等の基本的復旧サポート、２）

生活支援、家庭訪問、よろず相談等のパーソナルサポート、３）まごころ広場・まごころ

の郷の運営、復耕支援プロジェクト等の地域社会サポート、４）起業サポート、５）震災・

復興検証サポートに取り組む。 

 本事業は、陸前高田市上長部地区の「おさべまごころの郷」でおこなう復耕支援事業の

運営強化を目指し、ボランティアによる支援とともに、専門家や農業技術者をスタッフに

加え、農機業者や土木建設業者の協力のもと、地域再生に取り組み、総合力のある、懐の

深い活動基盤を構築するものである。被災した地域コミュニティの再生拠点として強化さ

れ、復興のモデルとなるよう期待したい。 

 

 

テ ー マ： 被災者支援情報支援の強化および組織基盤強化 

団 体 名： 特定非営利活動法人夢ネット大船渡（理事長 岩城 恭治） 

主な活動地域： 岩手県気仙地域（大船渡市、陸前高田市、住田町） 

選 考 理 由： 

 夢ネット大船渡は、地域おこしのアイディアをもとに住民・行政・事業者との協働によ

る元気なまちづくりの実現を目指し、2006 年に設立された NPO 支援組織で、気仙地域（大

船渡市、陸前高田市、住田町）の市民活動団体のレベルアップに取り組んできた。震災後

は、気仙市民復興連絡会の立ち上げ、救援物資の運搬や炊き出し、被災者支援情報誌の発

行、仮設住宅への巡回訪問、被災者交流スペースの運営に取り組む。 

 今後の団体ビジョンでは「市民活動支援センターの開設、震災前に準備中であった地元
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市民活動団体ネットワークの結成」を掲げ、「常設事務所と専従職員の確保」「経常経費の

確保」「信頼される NPO 支援組織の確立」を強化方針とし、被災者支援活動の継続、職員

ならびに後継者の育成、資金調達、被災者支援情報の収集・発信力の強化に取り組む。 

 きめ細かな被災者支援情報の収集と発信をベースに、被災者支援・復興支援に関わる地

元市民活動団体のネットワーク化に取り組むと共に、中核となる人材が育成され、地域に

信頼される NPO 支援組織に育つよう期待したい。 

 

 

テ ー マ： 岩手県内の新しい公共の担い手育成と発信、県内外のネットワーク 

づくり基盤強化 

団 体 名： 特定非営利活動法人いわて連携復興センター（代表理事 鹿野 順一） 

主な活動地域： 岩手県全域（特に沿岸地域） 

選 考 理 由： 

 いわて連携復興センターは、岩手県沿岸部の地域住民による地域復興を実現するため、

震災直後に釜石市を本部に設立された NPO 支援組織で、外部支援機関と被災地のマッチ

ング、NGO・NPO との情報交換や連携促進（JCN 現地会議の共催、JPF 仮設住宅文科会

議の共催など）、行政との連携（仮設住宅環境アセスメント調査、県庁との定期的なミーテ

ィング、北上市との復興協働協定の締結、岩手県連携復興会議の設立など）、震災後設立

15 団体への支援に取り組み、応援基金も第１期に助成を行った。 

 今後の団体ビジョンでは「今年度：被災者の生活再建を支援する地元団体の見える化、

支援・連携の促進」「次年度：新しい担い手が参加しやすい環境づくり、市民活動団体の活

動整備」「2 年後以降：地域で問題解決ができる団体・コミュニティの育成と自立的復興」

を掲げ、「県内外のマッチング機会の創出」「支援体制の構築」「情報発信力の強化」を方針

とし、総括マネージャーの雇用継続、新たな人材確保、ホームページの再構築に取り組む。 

 地域の新たな担い手の育成や現場型 NPO への支援力を高め、被災者の生活再建の支援

に長期的に大きな役割が果たせるよう期待したい。 

 

 

テ ー マ： 東日本大震災 被災高齢者支援ニーズ調査及び生活再建支援のための 

基盤強化 

団 体 名： 特定非営利活動法人みやぎ宅老連絡会（代表理事 伊藤 壽美子） 

主な活動地域： 宮城県全域 
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選 考 理 由： 

 みやぎ宅老連絡会は、宮城県内にある宅老所の相互の親睦・情報交換・研究により、資

質の向上と事業の充実・発展を目的とし、2006 年に設立されたネットワーク組織で、介護

サービス情報の公表調査、会員事業所向け介護研修、会員情報発信などに取り組んできた。

震災後は、被災した介護事業所（30 事業所・受益者数約 200 名）、避難所（2 個所・受益

者数約 800 名）、仮設住宅（4 箇所・受益者数約 1,000 名）、借り上げ住宅（22 世帯・約

50 名）への物資提供、被災介護事業所の再建支援に取り組み、応援基金も第１期に助成を

行った。 

 今後の団体ビジョンでは「応急仮設住宅の閉所時期までを目標に、自立困難被災高齢者

へのきめ細やかな生活再建支援をおこなう」を掲げ、「会員事業所の連携強化」「被災高齢

者の情報収集力の強化」「他の専門職（弁護士・司法書士・社会福祉士等）との支援ネット

ワークの構築」を強化方針とし、組織の要となる事務局スタッフの力量形成に取り組む。 

 理事・事務局・会員がビジョンや組織課題を共有し、具体の強化計画を策定・実行され、

組織も人材も会員も育ち、被災者の生活再建に長期的に貢献できるよう期待したい。 

 

 

テ ー マ： 浦戸地域支え合い事業基盤強化 

団 体 名： 特定非営利活動法人浦戸福祉会（代表理事 中井 豊） 

主な活動地域： 宮城県塩竈市浦戸諸島 

選 考 理 由： 

 浦戸福祉会は、松島湾に浮かぶ浦戸諸島（桂島・野々島・寒風沢・朴島の 4 島、人口約

400 名）の福祉の増進を図ることを目的に、2004 年に設立されたボランティア団体で、島

の清掃活動、観光案内、高齢者へのデイ・サービスに取り組んできた。震災後は、塩竈港

との定期航路が一時寸断されたが、島民リーダーと協力し、支援物資の搬送、常設風呂の

設置支援、理美容師やマッサージ師の派遣、ボランティアセンターの島内開設、仮設住宅

の見回り、サロン活動、他団体との連携に取り組んでいる。 

 今後の団体ビジョンでは「島民に寄り添いながら島が自助努力で再び蘇るための復興支

援」を掲げ、「仮設住宅入居者への継続的な生活支援基盤の整備」「島民自らが自立的な生

活をめざす人的基盤づくり」「産業振興のための他団体との連携・協働の推進」を強化方針

とし、定期的な見回り活動・介護・サロンの実施、島民生活支援員の雇用と養成、「うらと

海の子再生プロジェクト（一口オーナー制度）」や観光会社との連携による産業復興に取り

組む。常勤スタッフの配置と活動拠点を整備し、島内と島外の結節点となり、浦戸ならで
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はの被災者の生活再建支援および地域の自立的な復興が実現するよう期待したい。 

 

 

テ ー マ： 有機農業による「ふくしま」の食と農の再生プロジェクト基盤強化 

団 体 名： 福島県有機農業ネットワーク（理事長 菅野 正寿） 

主な活動地域： 福島県及び首都圏 

選 考 理 由： 

 福島県有機農業ネットワークは、2008 年に「農を変えたい東北集会」の福島開催をきっ

かけに、福島県内の有機農業を推進する農業者を中心に、消費者、研究者、行政などが連

携して設立されたネットワーク組織で、シンポジウムや有機農業技術講習会の開催に取り

組んできた。震災後は「健康で安全な農と食の再生と持続可能な社会と地域づくりへの貢

献、脱原発社会の推進」をミッションとし、市民放射能測定所と連携した農産物の放射性

物質の測定、首都圏の消費者との交流や直販、情報発信や啓発活動に取り組んでいる。 

 今後の団体ビジョンでは「有機農業による福島県の食と農の再生」を掲げ、「組織体制の

強化」「放射能測定事業の推進」「消費者への情報発信の強化と直販事業の推進」「新規就農

者受入体制の強化」「放射能に対する農業技術支援の強化」を方針とし、事務所の設置と常

勤スタッフの配置、放射能測定機器の設置、農業技術講習会・研修会の開催に取り組む。 

 農業者、消費者、研究者、行政とのネットワーク、放射能測定の専門性、農業者への支

援力が強化され、力強く継続的に事業が推進できる基盤が強化されるよう期待したい。 

 

 


